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海 外 投 資 と 中 小 企 業 問 題

大 林 ， 弘 道

序

第 1 節 日 本 企 業 の 海 外 投 資  

第 1 項 日 本 金 業 の 海 外 投 資 の 特 徴  

第 2 項 中 小 企 業 の 海 外 投 資  

第 2 節 海 外 投 資 と 賀 易 構 造  

小 括 海 外 投 資 と 中 小 企 業 問 題

序

( I ) 近年， 日本企業による海外直接投資の進行は箸しく， 日本資本主義の対外(i彭張傾向を担う主- 

軸となり0 つあ かかる傾向は 1970年代に入って， 日本経済を巡る内外情勢の変化に促進され

て 一層強まっている。 ところでこの間の海外直接投資は，独占的大企業によって行なわれているぱ 

かりでなく，中小企業によっても行なわれて、、ることか注目されて、、る。後述するように，中小企 

業の海外投資が，件数にして，総投資件数の3 分 の 1 を越免ている。 このことは， 日本企業による 

海外投資の，そしてロ本資本主義の対外膨張傾向のひとつの特徴を示すとともに，中小企業問題研- 

究の観点からも究明すべき， いくつかの問題点を提起していると思われる。

本稿は，現代日本の中小企業問題を国際的視点から梭討するという立場に立つて，海外商接投資

ホ（1 ) 例えぱ，後述のごとく日本企業の主要:役資化地域である 

おifを}^丄® への資金の流れを右まるにみれば，⑩与，む:抜借 
敦を中心とする政府開究援助などの政府べ一スのものに対 

して，輪出作/0, 商接投資などの民ドペースのものが魚速 
に増大し1973ななこは後'者が前者に対して優位に立ち，さ 

らに民liUペースのうち，輪出信川に対してif!接投資が同じ 

く急他1971ギに逆転して'̂ 、る。

■ \  > JU1 

f钱 ギ

政 麻 ペ ー  

ス 計

K l l l j ベ 一

ス  計

i t t 接 投 資  

i i 'T

输 出 信 川

_ ! ! : ____________

1 9 6 5 2 4 3 . 8 3 5 7 . 0 8 7 . 4 2 6 9 . 6

1 9 6 6 5 1 6 . 2 1 5 2 . 8 9 7 . 1 2 8 7 . 0

1 9 6 7 6 4 4 . 7 2 1 0 . 6 8 4 . 6 . 3 8 5 . 5

1 9 6 8 6 7 8 . 3 3 7 1 . 0 1 2 2 . 6 5 7 0 . 5

1 9 6 9 8 1 1 . 4 4 5 1 . 7 2 0 0 . 0 6 0 9 . 5

1 9 7 0 1 , 1 5 1 . 6 6 7 2 . 3 4 0 8 . 1 7 3 6 . 5

1 9 7 1 1 . 1 6 1 . 8 9 7 8 , 7 7 6 5 , 7 4 9 2 . 5

1 9 7 2 1 , 4 6 7 . 5 1 , 2 5 7 . 9 1 , 1 0 9 . 0 4 5 6 . 8

1 9 7 3 2 , 1 8 9 . 9 3 , 6 5 4 . 3 3 , 6 4 1 . 9 6 9 4 . 1

( m 所 ） 大 誤 あ n i l 政 金 融 統 計 ) } 報 ■! 2 6 6 サ ， 1 9 7 怖 6  

月 ， 6 4 K 。
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r三ffl学会離誌j  68巻 1 . 2 号 （1975年1 ，2 月）

と中小企藥問題との関連を考察したものである。

第 1 の課題は， 「中小企業白書」に代表してみられる次のような見解の検討である。 たとえぱ , 

「2 度にわれる通貨調整をはじめ， 特恵関税の供与，関税の引下げなど最近の国際化の急進展は , 

中小企業に加速する国際分業原理の方向に沿った早急な対応を迫っている。海外への企業進出は ,

經済協力面の要請に加えて中小企業の新しい発展の道として，現にその意欲がとみに高まりつつあ
(2 )

るJ (傍点筆者)。 「中小企業の海外投資は，榮展途上国に対し，技術移転が比較的容易な成熟期にあ

る製品の工業化を進め，過剰労働力の吸収や将来の経済発展に貢献する点で，経済協力と，しても有
( 3 )

効手段であるJ 等々。

そして， このような見解が普及するにつれて，中小企業の海外投資を促進する政策的整傭が進む

( 4 )

とともに，中小企業金融機関等による金融的投資促進措置が取られ， また民間調査機関等も含めて ,
( 5 )

「海外投資環境」調查等が盛んになりつつある。

だが果して，中小企業の海外投資は •■中小企業の新しい発展の道」であろう力、。そしてまた，そ 

れは発展途上国に対して「経済協力としても有効手段J と言えるであろう力われわれは， この第 

1 の課題に対して，第 1 節で行なう検討から，それらの問題に否定的に答えるであろう。

そうだとするならば，第 2 の課題としてわれわれは，現今の中小企業を含めた日本企業の海外役 

資が中小企業に対して真に意味するころを尋ねなければならない。

この第 2 の課題について，われわれは，現在進行する海外投資を，多くの中小企業にとっては， 

新たな問題の開始，国際化された中小企業問题の新たな展開として捉えるべきことを提起するであ 

ろう。われわれは，かかる問題を，い わ ゆ る 「逆輸入」問題として検討しようと考える。

以上の検討によって，われわれは，海外直接投資をとおしての,中小企兼問題の新たな所在を明 

らかにし， 0 本資本主義の対外膨張傾向についての一特質を提起することにした

注（2) ■■昭和47i；f波中小企業白書J 1 6 6 K o なお，中小企業の海外投資についてのかかる評価は，昭和'16年度の同[̂ ]喜の評価 

に較べて著しく高く.なっていることが注目される。すなわち，同白書には次のように書かれていた。 r中小企業の泡外 

投資は， , 遠隔地にある企菜を経営することに伴うリスクと撒}]を考えあわせると，中小企業の境変化への対応 

策としては必ずしも一般性を有するものではないだろうJ。「昭和46ifi度巾小企梁由兽J, 257頁。

(3) 昭 和 度 中 小 企 業 257貝。

( 4 ) 従来より巾小企榮施策の一傑として，「泥外投資等調事業J, r中小企業海外投資等のっせん事業J, r中小企業海 

外设資協力?If菜J が行なわれている， また海外投資相談機関も，金融機開やR 本商工会議所等によって設けられてい 

ろ。’ さらに，投資が<陵，税制上の傻遇お!f i l l 泡外没資金融が行なわれ，これらは今後一屑拡大される廣向にある。

また，’ 商工J I合4，夾金贿などもr海外役资をすでに行なっている企業，および希望している収'：j|先を対象にして，海 

外進出の際に必要なft*f報サービスやっンサルチイングを行なうぜ#1■投資懇談会を設ほすることになり，中小企業に広く 

入会を呼びかけているr p 本経济新Pfjj 1973%： 3 iJ 9 I:し
( 5 ) 例えぱ r殺簡の投資; 境 「商工中金J 第22卷な{ 4 〜6号，1972尔。 ■
( 6 ) 中小企業の做投資が盛んになるにつれて，中小金梁哪f说には，海外投資に>ov、ての論説もm i lしてきたれ多く 

f i , 先の「中小企衆糊iもの線に沿ゥた. 投资滚めか，投資の史際的‘ 技術的問題点をとり上げるにとどまっている。 

わずかに，4,小企業の泥外投资をr プロダクト* サイクル説J に依って解明しようとした横堀愈一氏̂の r中小企業の海 

外進出J (r^Ii機J 286ぢ 1972d|U月）が分析的なものとして口につく程度である。 また.学術誌における論文も言及 

はもる力ゆ評的な分析はなされてI 、なI 、
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第 1項日本企業の海外找資の特徵

《1 ) まず，近年における日本企業の海外投資の概況から見よう。〔表 1〕にもるようにr海 外 接  

投資許可J の件数および金額は，昭和40 年頃より急激に増加しはじめ，ことに昭和47年度におい

〔表 1 ) 海外直接投資許可の推移
(堪位百万ドル）

年 族
誕 券 収 得 債 権 取 得 識 I I I 業 支 店 設 置 合 計

《昭和） 件 敦 金 額 件 数 ☆ 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

26 〜 35 378 122 119 94 17 50 160 9 674 . 283

36 75 47 30 38 1 78 12 1 118 164

37 109 39 32 31 4 25 27 4 170 98

38 147 63 34 23 4 37 29 3 214 126

39 130 67 36 39 1 12 17 1 184 119

40 143 74 39 73 5 12 11 1 198 159

41 184 74 41 122 4 31 16 1 245 227

42 210 117 47 135 4 20 30 3 291 275

43 305 199 50 328 3 29 12 1 370 557

44 443 223 73 404 3 36 29 2 548 665

45 556 296 135 570 11 32 27 6 729 904

46 646 471 147 333 53 38 56 17 902 858

47 1,203 1 .781 222 252 293 62 52 243 1,770 2. 338

48(4月〜12月) 1,461 1.720 452 876 434 111 59 87 2, 406 2,794

計 5,990 5, 292 1,457 3, 317 837 581 537 377 1 8,821 9, 567

注）48ギ度分については速報値 
.(出所） 通商産業卷廣業政策局編「我が国企業の海外事榮活動（第3回調初」昭和49年8 統け2 ,1 6 3 〜 164貝。

ては，対前年度増加率が， 件数で 9 6 % ,金額で 1 7 3 % に及び， また昭和2 6年度以降の許可累計件

数ぉよび総金額に占める昭和4 7 年度分のそれぞれが38%, 5 3 % に達していることか第1 に注目さ

れる。そして，かかる海外投資の急増傾向は， 昭和 48 年度に至っても継続していることが確認さ

れる。 このように近年ますます進展する日本企業の海外投資は，独的大企業の投資によってその

多くを占められているが，中小企業による投資も，少なくない割合を占めている。たとえぱ，〔表 2 〕

に示されているように海外投資件数について，海外誰券投資許可総件数2, 5 0 4件のうち，中小企業

による投資許可件数は， 1,028件に上り，全件数に対する構成比碑ひこして4 1 % に及んでいる。

( 2 ) ところで，かかる日本企業の海外投資の現況は，国際比岐の祝点から見てどのような特俄を

もっているといえるだろうか。〔表 3 〕を見てみよう。第 1 の特徵は , 日本企業の海外投資が I960

年代後半以降，先進各国に比較して， きわめて商い増加率を示していること '^ 'もる。そして览 2 に,

D  A  C 加 !}i i国に比較して , . 日本の海外投資のシ3^ア . 対 G N  P i i l合 •対輸出制合は，未たなか低水
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〔表 2 〕 地域別海外投資件数（48年12月，証券投資許可件数％ )

殺' 港台 湾
その他
アジア (?«) 北 米 中南米

3  一口
ッノ < 中近束

アフリ
力

オセア
ニア 合 評

全 体 531 108 439 739 1,817 197 270

219

91 14 60 55 2,504
件 数 大 企 業 157 59 191 527 934 138 83 12 46 44 1,476

中小企業 374 49j 248 212 883 59 51 8 2 14 11 1,028

国別• 全 体 100. 0 100. 0 100.0 100. 0 100. 0 100. 0 100 .0 10 0 .0 100. 0 100.0 100 .0 100.0
廣模別 大 企 業 29. 6 54. 6 4 3 .5 7 1 .3 51 .4 7 0 .1 8 1 .1 9 1 .2 85. 7 76 .7 80. 0 58 .9
溝成比 中小金業 70. A 45 .4 5 6 .5 28. 7 48. 6 29. 9 18. 9 8. 8 14. 3 23 .3 2 0 .0 4 1 .1

規模別 全 体 21.2 4. 3 17. 5 29 .5 72. 6 7 .9 10. 8 3. 6 0. 6 2. 4 2. 2 100.0
，国別 大 企 業 10.6 4. 0 12. 9 3 5 .7 63. 2 9. 3 14 .8 5. 6 0 .8 3 . 1 3 .0 100. 0
構成比 中小企業 36 .4 4 .8 2 4 .1 20. 6 85. 9 5. 7 5 .0 0 .8 0. 2 1 .4 1 . 1 100. 0
中小企菜のうち48 

'年 4 〜 12月奨行分 155 11 53 51 . 270 28 21 4 0 0 2 325

出所昭和4啤 度 r中小企菜:由書J 2M貝，2 - 3 ュ9 まより算出，

注）1 . 証券投資許可# 数のうち，新i i l案件のみを示してある。

2. ® 外投資先企業が製造栗でるものを対象としている。

3 . 中小企業（製造業：資本金5,000万R 以下，商菜：資本金1,000万円以下）の投资件数のなかには，大企業との共- 
同投資， 個人投資及び不明分も含んでいる。

4. 48年 4〜12月分については，資本金1 億円以下の數造業及び資本金3 ,000万円以下の商業を中小企業とし，これ 

に大企業との共同投資，個人投資及び不明分も含めた。

5 . 沖を‘11については，復；Iff (47年 5 月）前に投資された分は投资紫計件数に含めた。

〔表 3 〕 主要国の海外直接投資残高

投資残高 DAC加盟国にお 
けるシェア（％)

硕 N F割合 
(%)

対輸出割合 
(%)

国民1 人あた 
り 残 高 （ドル)

67—72年平均投資 
ま左___ (%)

6 7 ポ

1 ] 本 1,458 1.4 1 .2 12. 2 14
アメリカ 59, 486 57 .1 7.4 149. 0 299
イギリス 17, 521 16. 8 16. 0 87. 8 320
フランス 6. 000 5.8 5. 2 37. 4 121
f f i ドィッ 3, 015 2. 9 2. 4 11.4 51
力 ナ ダ 3,728 3. 6 5. 9 28.4 183

D A C加盟国計 104, 232 100. 0 6.7 57.5 171

7 2 年

[ 1 本 6,773 3.9 2. 3 23.7 63 36. 0
アメ！）力 94, 031 53. 8 8 .1 191.0 450 9. 6
イギリス 25,511 14. 6 16. 5 104. 6 457 7.8
フランス 10, 062 5. 8 5 .1 38. 6 195 10.8
西ドィッ 8, 253 4. 7 3. 2 17.9 134 22. 3
力 ナ ダ 6, 319 3. 6 6 .1 30.1 •289 11.1

D A C加盟0 計 174, 883 100. 0 6. 9 62. 2 275 10. 9

(けI所） 406-4 0 7 J t

準にもることである。そして第 3 に か ら わ か る よ う に ，先進各国の海外投資が，先進国群 

へのしかも製造業への投資クイトが大きいのに較べて日本のそれは，先進国向けと発展途上1謝 

けとがはぱ折半しており，非‘製造業に対する役資の比 I E が大きく，北アメリカ向けとともに，来衛

■ 66 *— '■
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中小企業  

大 企 業  

合 計

中小企業 

大 企 業  

合 計

中小企架 

大 企 業  

合 iff

m sm m
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〔表 4 〕 主要国の直接投資残高内訳（714 )̂
(i'ji位ぼ万ドル）

(山所） 「1973通商由書J , 196貝。

アジア向けに I ! 中していることが注目されるこれらのことは，世界の対外投資動向の中で， 日本 

が不均等発展の中心的存在であることを物語るとともに， 日本の対外進出は，先進国各国の対外投 

資の主流が，先進国問における製造業部  ■
〔表 5 〕

投資にあるという傾向に対して特異な 

動向を示していると言*えよう。

(3) こうした特徴をもつ日本企業の海 

外投資は，産業別，.企業規模別，地域别 

にどのような特徴をもっている力、，そし 

て，中小企藥の海外投資はどのような位 

置にあるか， さらに検討してみよう。

〔表 5 〕から分かるように大企業，'中 

小企業ともに件数の上では，製造業，商 

業の順になっている。鉱業は，件数こそ 

少 な い が 〔ま 4 〕にる金額を考え合わ 

せれぱ， 1 件当たりの投資は大きいと言 

えるだろう。 これに対してW本の製造業 

の海外投資は，先進各国に較べて，企額 

について少なく， しかも製造築投資件数

( 1 )中小企業：资本金5,000方円未満の企菜
( 2 )大企業：资木金5.000方円以上の企菜

(III所）通商産栗お産業政策局l i  r昭和47年庇わが国企業の外 

2lf離働調 : 湖告 l i K 資料細』より作成。
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e'tf "Wiな-.fi>，卞.1め"で怖nドぶぷ中」や" "'ホ*'"̂ ゴム-な、̂

鉱業 製造業

0

21

21

0.0

100.0

100.0

0.0

4.8  

3 ‘ 5

102

297

399

25. 6 

74.4 

100. 0

60.7 

67. 8 

65. 8

商業 

62 

95 

157

その他 

4

25 

29

39. 5 

60. 5 

100.0

36.9 

21.7

25.9

13.8

86. 2 

100.0

2.4

5.7

4.8

日 本 アメリカ イギリス 西 ドィッ 4 力国合計 4 力国I t 成1:ヒ（％ )

総 計 も481 86, 001 17, 495 7,380 115, 357 100.0

業

m
鉱

石

業

油
1,355

6, 720 
24, 258

1,266 285
218

34,102 J  29. 6

製 造 業 1,253 35, 475 9,419 5, 622 51,769 44. 9
別 そ の 他 1,873 19, 549 6,810 1,255 29,-487 25. 5

先 進 国 計 2, 257 58, 345 12,716 5,736 79,054 68,5
発展途上国計 2, 224 27, 656 も779 1,644 36, 303 31.5

地
西 g — 口 Wパ 724 27, 621 .，一 も289 — —

北 ア メリ 力 1,142 24, 030 — 1,256 一

域
ラチンアメ1) 力 707 15,763 — 1,087 — —

東 南 ァ ジ y 1,035 4. 866 — 155 —

中 近 東 370 1,657 一 60 — —
別 ア フ リ 力 114 2, 869 — 382 — 一

大 洋 州 391 も876 — 151 — ■̂

そ の 他 0 4, 318 — 一 ----- —

①投
資
企
栗
数 

i

別

.
産
業
別

②
投
资
企
業
偶
成 
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役
別
參
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菜
別

③
投
資
企
菜
偶
成 

‘̂̂
菜
別
.
思
換
別
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〔表 6 〕

繊 維
紙 .バル
プ 化 学 鉄 •非鉄 t g 気機械一般機械1輸送機械精密機械 雑 貨  

その他
製造業
計

① 
m 投
模 け 
別 A

企

中小企業 

大 企 業

11

37

2

9

8

41

6

24

10

58

10

37

0

20

8

24

47

47

102

297

別数 仓 計 48 11 49 30 68 47 20 32 94 399

② 
思投

業業

中小企業 

大 企 業

22. 9 

11. 1

18. 2 

81.8

16. 3 

83. 7

20. 0 

80.0

14.7

85. 3

21.3

78.7

0.0

100.0

25.0

75.0

50. 0 

50.0

25. 6 

74.4

稀偶 
別成 ^ 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

③ 
m 投 中小企業 ' 10.8 2.0 7.8 5.9 9. 8 9. 8 0.0 7.8 46 .1 100.0

f 企 
ill m

大 企 業 3. 7 3. 0 13.8 8 .1 19. 5 12.5 6. 7 8 .1 15.8 100.0

役:偶 
別成 合 計 12.0 2.8 12.3 7. 5 17.0 11.8 5.0 8.0 23.6 100.0

( 1 )中小企業，大企業の騎W1および出所は〔ま5〕に同じ。

の全体に rなめる構成比率が比較的高いことを考え合わせるならば,国際的にみて小親模投資が多い 

とW える。 この組向を強く表現しているのが中小企業による海外投資の存在であろう。次に製造業 

における海外投資を榮種別に調べるために〔衷 6 〕をみると，「I I 貨 ，その他J で中小企業の投資件 

数が大企業のそれと同数であることを除いて大企業が，それぞれの業種においてョリ大きい割合を 

占めている。他方，中小企業では， 「雑 貨 ，その他J 以外， 機械関連と .「繊維」とに染中していろ 

ことが注 I:はれる。 さらに， もう一度先の〔ま 2 〕によって，中小企業の投資先をみるならば，そ 

れがアジア， と く に 「韓国」， 「台湾」に集中し，そこでは中小企業の投資件数が大企業のそれを凌 

篤していることが注意されなけれぱならない。 しかも， 「轉国J へ向けての中小企業の投資のうち 

4 2% が, 最近年に樊行されている。かくして， 日本企業の製造業の海外投資が，他の先進国に比較 

して，発展途上国に多くかつ小規模投資が多いということの特徴を，中小企業の海外投資が壤中的 

にま现していることが理解できよう。 また，かかる中小企業の海外投資の盛況が，慎重を欠いた中 

小企業家の泥外投資気運や投資促進のための政饿措置の強化の前提になっている。それではかかる 

中小企業の'海外役资はいかなる耍囚にもとづいて行なわれているのだろう力んわれわれは次にそれ 

について檢討することにしよう。

第2項中小企業の海外投資 

以下，41小企業の？f/i外投資につぃて検討するが，與体的分析に入る前に，従来中小企業の海外役. 

资につぃてどのように評価されてきたかにつぃて代丧的解を示しておきたい。

    。8  *
だ

U i}



R - ヒルフアーディング『金融資木論：1 (岡崎次郎訳，下）91貝:。 
同上，93貝。

同上，136H--137K,

—— 6 9 ——

海外投資と中小企業問題

《り従来マルクス経済学の「資本輪出論J においては《独占資本> , 《金融資本> による資本輪Ui

が與ら検討された。その理 riHは， たとえば R . ヒルフアーディングの次のような指摘が，マルクス

経^^学における共通認識となって、、たからでもろうと思われる。

「産業資本輸出の担当者は今日ではなかんずくカルチルおよびトラストであり，し力、も種々の

原因からそうなのである。第一に， カルテルおよびトラストは…..‘，それ自身の巨大に膨張す

る生産のための新たな販売ホ場を得ようとして，資本輪出への衝励が舉も弥い。  。 これら

の背後にはますここれらの部門と緊密に速結された大銀行力 '̂ 立ゥている。… 。さらに，カルチル

は，その特別利潤によって随時蓄積されえる譜資本を自由に処分し免， これを利潤率の最も高

, いそれ自身の部面に最も好んで投下しようとする。 同時に， ここでは銀行と産業との迪結が最
(7)

' も緊密であり，企業の株式のを行による創業者利得の可能性が資本輸出への强い動機となる」。

「最大の銀行と最大の産業部門こそは， 外国市場において資本の価値増殖の最良の譜条件を

わがものとなすものである。 この外国ホ場で大銀行と大産業との手には豊かな特別利潤が入る

力' ; , ヨリ小さい資本勢力がその分け前に i ずかるということはとうてい考えられないことでち 
. ( 8 )
るJ。 （傍点驚者以下同様）

すなわち， リ( 銀行」. 「大産業J , あるいは，それらの結合した金融資本，独占体にして初めて資 

本輸出は可能であり， また現突にも資本輸出による「特別利潤J を獲得しており，同 時 に 「ヨリ小 

さい資本勢力J は，資ネ輸出の可能性がなく，「特別利潤 i にもずかれないのである。

但し，「中問階級J の次のようなイデオロギー上の役削は強調されていた。

「帘国主義は， それ自身， 中問階級に 1 つの新しいイデオロギ一を与える。資本の急速な拡 

大に対しては，中問階級は， 自分自身のためにもその事業のヨリ順調な進行を期待しその営 

利機会の増加，その顧客の購買力の増大を期待し，かくして， この階級は帝国主義諸政党の熱
■ (9)

狂的な同伴者となるJ。

他方，近代経済学者のあいだでも，中小企業の対外投資の可能性については否定的評価が下され 

ている。たとえば， C . P . キンドルバーガーは「製品差別化」 と 「直接投資J の関速を重視して， 

次のように言 ' う。

「製品差別化が直接投資を発生させることは， 医薬品，化彼品，清涼飲料，森料品などのプ 

ラソ ド商品や, 自励堪, タイヤ，化学製品，家庭電器，電子機器部品 , 農業機械，事務機械な 

どのように集中鹿の高い業種において直接投資が ] 的に多くみられることからもわかる。繊 

維，衣料品，製粉， そ- して小売業^—— ラチン ♦ アメリカにおけるシアーズ， ローバック（Seers,

注（7) 
(8 ) 

(9 )



Ill iniipiiiij at 'BwmI'i'i

(10)
Roebuck)は例外—— といった競# 産藥で生産される想格品の場合には直接投資はみられないJ

「直接投資は純粋競争の産柴においては生じないであろうと1^うことである。 ほとんどの農

民は海外で経営を行なわないし , シアーズ， ロー バック以外の小売販売業も同様であり , 繊維 , 
> (11〉

被服，皮ホなどの多くの産業も然りであるJ 。

海外投資の主軸的担L 、手が，独占的大企業であるとされることは，理論的にも現実的にも正しい

Eな識であるが，同時に中小企業の海外投資の増大が先にも見たとおり現代日本の現卖でもあり，今
(12)

日の日本資本主義の対外膨張傾向の総体を解明するための不可欠の一環である。

第 1 節では，今日の日本経済において， 4 •小企 f ぐの海外投資といわれるものが，いかなる領域の 

中小企薬であり，いかなる要因に基づいて行なわれているかを検討し，中小企業と海外投資の開連， 

直接には，中小企業の海外投資の可能性と限界を明らかにしたい。

( 2 ) 先 の （第 1 項の） •表から明らかにされた中小企業の海外投資の特徴は，次のように耍約され 

i  ぅ。 - ■

第1 の点は，中小企業の海外投資は近年ますます増加の傾向にあるということである。そして，

第 2 の点は，泥外投資の急増は投資先諸国の集中性， すなわち， r台湾J , 「韓国」への投資银中と 

結びついていることである。第 3 の点は，産業的には製造業と商菜が大部分で，製造業のうちでは， 

「繊維」， 「機械」，「雑貨J への投愈が多いなど，重工業 , 軽工業の双方にとたっていることである。

われわれは以下で， これらの中小企業の諸特徴を，中小企業の内部に立ち入って， ヨリ詳細に檢 

討してみることにする。

われわれは，中小企業の海外投資が，産業的に製造業に集中し，地 域 的 に 「台湾J , 「韓国』 fc染 

中していることに注目し，「台湾J , 「韓国J に海外投資を行なった本社☆ 業を， 産業別に， そして 

製造業を業種別に分類し，さらにそれらを企業规模別に分頼して〔ま 7 〕 と 〔Hる8 〕を作成した。

これらの去ニから第 1 に注 0 しなけれぱならないことは，全産業一# に従業員規模において2 9 9人 

鋭说以下，資本金規模において1 億円規漠未满を中小企業とみなして，全企業数に占める割合を求
(13)

めるならは， それらは共にほぽ4 0 % 前後であるが， それらの巾小企業の内部に立ち入って，従業

注（10〉 C- P .キンドルバーガーr国際化経済の論理』（小沼敏訳）29貝:〜30貝。

( 1 1 ) C. P .キンドルバ一ガー『|][艦経济学な{四版J (相原先//志け順訳）365頁。 C. P .キルドルバーガーの指摘にある 

■'製，;?けM iH匕J は独占的大企業によってのみ可能な生産，版先す段としての「製品差別化J であり，独ば的大企業の市 

場偶造的条件でももる. また，「純粋競 /̂>の産業』とはflfsna：中小企栗によって偶成されている座業分野ときえてよい。

ところで. 小密隆太郎氏らは. 上のような「ぬ:接役資J と独,ジとのがi合を批判して， 接役資J は，独的大企業 

の符徵でないとしている。（小隆太郎 . 天野明広，n il際経济学J 飢 7?r£参照)。しかしながら，小密氏らは，そこで 

接投資J と非独ilfめ企業たる巾小企栗との旧速を明らかにす‘るのでなく，ただ，独‘[说J大企業の独性を否して 
いるにすぎない。

(12) ?1:.:̂ し̂なけれぱならないことは，レーニンやヒルファーデイングのI制らさらにその後において，各国の資本輪IMが 

進f f する巾で，独di資本と区別される小圾摸の企業が海外投资をめ施したかどう力、，またsti施したとすれぱ，どのよう 

になされたか等 は々IJJ!らかにされていないということである，これらにつ、ては今後の研力rを± たなけれぱならな、。

( 1 3 )この水準は〔-ぶ2 ) の rがP I j ,  r台濟j  ©中小企業役資の割金に比べて低いが，それは，調在カバリッジの問超と調

_ _ _ _ . 70



海外投資と中小企業問題

a ;
〔表 7 3 経营參加的証券取得した本社企業の規模別.産業別分類

従業貝规模別階級 資本金規役別晴級

— \ 

産業別

\ 规漠別 

国 別 \

1
i
4
人

5
i
9
人

10
i

29
人

30

49
人

50

99
人

100
i

299
人

300
i

499
人

500
S.

999
人

[000
i

i999
人

>000
人
以
上

合

計

joosie
i

SOOffl
ホ满

)00S1
1

OOOffi：

OOOS13
I

OOOSi:
m

0003 5
s .

OOOffi

ooosa
i

i®['l 
■{ミ溝

はm  
5

0則i

0細 
1

0跳
m

oisni
i .h

合
計

嫩  

H 成

t  4'

漁業，水 

産養殖業

韓 国  

台 湾  

小 II-

1

1

1

1

1 

,1 0.2

緯 国 1 1 1 1

乾 1 業 台 湾  

小評

1

1

1

2

2

3

1

2 1 3| 0.6

韓 国 1 2 1 1 5 1 1 1 1 1

建 設 業 台 湾  

小評 1

2

2 2

1

2

1

1 1

4

9

1

1 1

1

2 1

2
3 1 - J

L 9

韓 国 2 3 8 14 33 17 19 19 21 136 8 10 30 15 8 29 16 20 1361

製 造 業 台 湾 2 7 12 24 46 29 21 76 38 255 9 19 35 24 16 70 56 26 255

小言十 4 10 20 38. 79 46 40 95 59 391 17 29 65 39 24 99 72 46 391 82.8

卸売業， 

小売紫

輯 s  

台 濟  

小i ト

1

1

5

4

9

2

2

4

3

4 

7

4

3

7

1

4

5

3 

1

4

2

10

12

3

4 

7

24

32

56

2

1

3

2

2

4

7

6

13

2

1

3

.2'

2

4

8
12

2

5

7

5

7
12

24

32

56 11.9

企融•保 

除業

粒 !il 

1台 湾  

小計

1

1

2

2

2

1

3

1

1

1

1

1

1

1

1

2 0.6

韓 国

不 業 台 湾  

小Hト

1

1

1

1

丄

.1

1

1 L . 2

述输，通

イI t業

韓 国  

台 湾  

小計

1

1

1

1

2

2

1

1

1

1

2

2 ( U

サービス

業

韓 国  

台 湾  

小計

2

2

1

1

1

.1

1

1

1

1

2

4

6

2

2

1

1

1

1

1

1

1

1

2

4

6 1.3

韓 国 3 9 11 17 40 '2 0 22 21 28 171 10 13 38 19 10 36 18 28 171

合 f . 台 湾 3 14 16 30 49 34 22 89 44 301 11 24 43 .25 19 82 62 34 301

小計 6 23 27 47 89 5<1 44 110 72 472 21 37 81 44 29 118 80 62 472 p .o

合計件数 細区分(2) 1. J 4. 3 5/710. 318/3 U . i  9 . 3 23. 315. i  100.0 4 .' 7 .ii l 7 / ?9.3 6.1 24.!U 6 . 313.,?!«).()

の规模別 三区分(3) 6.2 34.6 59.3 1Q0.C 12.2 32.6 55.0 100.()

構成比率 ニ区分(4) 40.8 59.3 100：( 44.8 55.0 1C0.()

(注） (1) ±経常参加めSE券取得を*1，心に，海外進H5企業をキy-被した*■，73海外進Mi企業総'览J1973̂ ^̂ 新版(来51̂経新報

ネ{：)のぼ!別一*览聚におけろ'蔣因J，, ロド<"ミ」の昵1りヴハじ采ど, ’ ミ？1い1-:：5|ミィ_5*51.»。’’.が；" 、1>»’」..旧' ’*̂ 聊ドリル ’ ' ド、ルハ"《

稱別,炎ホ金规戯I偶級によって分類したものである。r海外進,'15企業紘たJの調拖■ ' は，》き期において1972ネ宋で, 
企業において全休の90%の力パレッである//, r会社企:業名iS j lこよる分が力(不》]'能な企-紫力*̂いくらかもり，fe終力 

パレッジは90%を下まわる。

(2)表の躲上欄奴役別隨級区分，
(3)「小躲ぼ企業J,  r«t，小企業J,  r大金業Jの区分。

(4) r r fv H s ^ j ,  r大企業-Jの区分4

71

giBlHKHM!i«»mS3KS$BWeSE@mS®S^W8^^8SE^^a®*^



■ 「三BB学 会 誌 」68巻‘ 1 ，2 号 （1975ザ-i . 2 ガ）_

〔表 8 ；] 製造業(こおける経營参加的証券取得した本:;:上企業の規模別
( 1 )

業種別分類

従業貝规段別階級 资本金规段別階級

\
M m

\

M 模

J

5
5
9
人

10
5

29
入

30 
' 1
49
人

50
i

90
人

10C
5

29^
人

) 30C 
1

> 49S 
人

50C
i

999
人

100
i

499(
人

1 500 
人 

) 以
J:

3 イト

計

zm
i

500®

UOOii
!

1 1000̂  
末if

 ̂1000)3 
!

B 30006 
未iど

R 3000fi
5

S 5000!* 
末满

；5 5000̂
i

 ̂it?r
朱iど

巧1m
5

]ICifl 
ォ; 滿

1 I0{g| 
i

J 50[g|

is o i l  
以J

I

' 公 

斤ト

m m  

w &

It ■{■
m u u , たばこ製造業
m  4f： -1 • d  (衣S!i,その他の 
めゅ」- jお雄!^ Mを除く）

衣暇その他の瑪織赠造業1 
木け,木製品船襄(家M 除く j*

2 1

1

1

5

2

1

6

4

1

4

2

1

3

2

7

3

1

3

5

9

33

12

1

3 3

2

1

5

3

3

2

3

1

1

2

5

6

4

8 3

9

33

12
1

2.3

8.4 

3 ‘ 1 

0.3  

1.3
家得，装備品製造衆* 
パルプ,f i l .紙加工品製造ぎt

2 2

1

1

1 ?,

5

4

1 2 1

1
1

1 1
5

/IJ版,印刷,同関速鹿業★ 1 1 1 1 4 1 1 1 1 4
i , u 
1 n

化 ネ エ業 
石油製品,も极製品製造紫

1 4 9 7 4 17 14 56 6 2 4 13 16 15 56

X • U

14.3

ゴム製品製造業★ 1 4 1 4 1 5 1 17 ? 1 2 g 1 17 4.3
なめしがわ,赠品,毛皮裂這繁 1 2 2 5 1 1 1 2
襄第，土石製品製造業* 

鉄 鎮 業  
非金属製造業 1 1

3

2 1 1

4

1

1 1

7

5

1

2

\

1

1 2

1

0

2

2

1 7

5

1• o 

1.8 

1.3

金腐製品焚造業 
一般機械器具製造業 
爾̂<̂機域器具製造業 
輪送/!}機械-器具を:{造業

1

3

1

1

2

7

4

1

3

7

1

7

10

.17

2

1

5

12

3

5

11

1
9

31

?

6

22

?

20

50

100

9

1

5

3

3

6

7

5

7

13

2

4

6

11

1
2

4

5

9

28
A

1

11

17

Lj'

4

17

0

20

.50

100

1.5

5.1

12.8

25.6

精密機械器具製造業 

武 iS  M 造紫
1 2 2 1 1 5 1

13
1 5 3 3

1

1

y

13

2.3

3.3

その池の製造業* 1 2 2 5 9 3 6 4 3 35 2 5 8 6 10 4 9.0
な p：i- 4 10 20 38 79 46 40 95 59 391 17 29 65 39 24 99 72 4Ĉ 州 100.0
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(2)

(3)

W

(6) ★の つ か な い 業 f，f【の <ト||.|.。

員規模において30人， 資本金規模におぃて1 ,000万円をもって， 小零細企業と中企f《とを区別す

るならば，そこに明她な特微が現われてくるということである。すなわち，小零細企業においては ,

海外投資を行なう企業はきわめて少なく，小零細企業の海外投資をとうてぃ傾向的 ’ 安定的現象と

はJoiなしえない。-しかも通常の区分のように「商業」や rサービスJ の中小企秦の分顏規模驻準を

時点の整すなわち〔§<42〕の力が1ホ後になっていることによると思われる◊ 但し，この1973年の1 卯にビざリ(5しナ， 
'い小企菜の泥外投資についても，それらのホ小企業の» がもで来より大きくこそなれ小さくなるとは考えにく'̂̂し，（後^  
におぃて一/侧らかでもる)。したがって〔お 〕と 〔お 〕とのイり違も木論には■ しないと考える。
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海外投資と巾小企業問題

その他の産業よりもヨリ小さく位置づけるならば，小繁細企業の海外投資はもっと少ない現象と見

なさなくてはならな .い。 また， この場合，鹿業別企業规摸別分類分けのために用いた r会社企業名

鑑昭和 4 6 年版J の調ま時点は，昭和 4 4 年 7 月 1 日であり，一般的に企業における従業員規摸に岐
(14) •

ベての資本金規模のヨリ速い拡大傾向を前提とするならば，〔ま 7 〕と 〔表 8 〕における企業媒摸別

分類は , それぞれの企業の投資時期が近年に多いことを考慮しても , 資本金規模について過小評 filli

の を 保 っ て い る と 考 え ら れ よ う 。それゆえ，資本金塊摸から見た1 ,0 0 0万円以下の小零細企業

の海外投資は，S i時点において一層少ないと言えよう。

また，敷造業内部を養® 的に分けた場合 , 電気盤具機械をはじめとする機械工業，繊維工業,化

学エ藥，いわ ゆ る 「雑貨J を中心とする「その他」工業において海外投資が多いことが指摘できる

が，さらに注旧すべきは , 機械工業や「その他」エ樂には小零細企養の海外投資が散見できそが，

化学工業や繊維工業には，海外投資をする小零細企業はほぽないということである。

さらに，製造藥を重化学工業と軽工業に分けた場合，規摸が大きくなる程，海外投資を行なう企

業の重化学工業化率が高くなっているが， もともと中小企業は軽工業に多いのであるから，企業規

模における海外投資の重化学工業化率の上昇はそれはど高くないと考えるべきであろう。

以上から，海外投資の担い手は，製造業全業種を通じて中企業，さらに独占的大企業であって，

中小企業の海外投資の増大ということも， 〔表 7 〕，〔表 8 〕で見るかぎり， 小零細企業のそれにつ

いては，傾向的 . 安定的現象であると考えることは困難であると結論づけられよう。

したがって，われわれは，中小企業の海外投資という場合も，大部分中企業ともa うべき企業層

で，主流は上層中小企業の海外投資行励であることに蠻意しておく必要があろう。

( 3 ) 以上のように特徴づけられる現今の中小企藥の海外投資は，一体どのような誘因.条件によ

って行なわれたのだろう力、

まずもって，われわれは，中小企業の海外投資の著しい増大の基礎が， I9 6 0 年代から 1 9 7 0年代

にかけての中小企業をめぐる経営条件の変化，いわ ゆ る 「経営魔境」変化の過程にちることを認識

しなければならない。

すなわち，第 1 に，長年にわたって中小企業の基本的経営条件を形成してきた賞金の格差構造が 

動揺してきたことである。質金総体の■ 際的な低水準にもかかわらず，賞金格差の縮小は，中小企 

業の経営条件に I S 太な影響を与え，中小企業は独占的大企業からの種々の収辦を中小企業労働者に 

転嫁することが困難になった。. だが， このことは，直ちに中小企業の低賃☆を盛礎とする過度競争 

を解消するに至らず，反対に，小零細企業の増加などの，過度競争の新たな複雑な構造を生みだす

注( 1 4 )例えば，製造業にお、ては，昭和3妳に従業員300人に览合う資本金奴摸を算出しすことき「おおむね5,000万円でザ 

均的に■合うことであった。. . …昭和44イiこでは従策貝规模300人に対応する資本金说役はおよそ1億430方円となって 

いるJ . 巾小企f i ;? 編 『マ0制か中小企業像』，197坪 ，90貝〜91真。 ‘
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(15)

結果になっている。

第2 に，日本經资のr高庞成M 」を支えた重化学工業の急激な発展や，市場掀大や消費の高度化 

等にともなう4*小企業分野の展開によって中小企業の発展，新生が見られたが， 「高度成長」自休 

の 「低速化J によって，これら中小企業の分野にも過剰生産想向の顕在化がしだいに進行してきた 

ことである。

さらに農業生産の停滞や， 「環境問題」の激化等は， 自然的条件.天然的原材料に依存する中小 

企業:に対して，コスト而での悪化をもたらすとともに，原材料の不足，消減によって経営基盤を掘 

りくずしてきた。そしてまた，これらの分野の中小企業が，拡大過程にあった中小企業分野に参入 

しそこでの過度競争を激化させていったこともJま失われてはならない。

また，贸易‘資本の自由化の進行や，発展途上国に対する「特恵関税J供与などは，国内市場とともに, 

外国市場における中小企業の競-ホの激化をもたらしている。その上，国際通貨危機の発生と，それに 

対する各国政府の対応も，中小企業にとって市場問題を深刻化させていると言わなければならない。

以上のように，賃金や原材料等のコスト面での条件悪化と，国内•国外における市場面でのそれ 

とは，中小企業の過度競争を一層激化させているということを確認しなけれぱならない。

ところで，かかる1960年代から1970年代にかけての中小企業の経営基盤の箸しい変化の中で，

中小企業は当然これらの諸変化に対する種々の対応策を施していった。

すなわち，コスト上昇に対しては，機械設備の導入や，新たな低賞金労働力たる農村労働力や婦 

人労働力の活用などによって対応を試み，また，市場面において，国内外における新たな市場の開 

拓，すなわち既蒋市場における製品の改良.高級化， るいは新製品の開拓，さらに他の既存市場 

への転換や，全くの新部門の形成等に経営努力を値けていった。

そして，かかる中小企業の対応策のひとつの道が，海外投資であった。つまり海外投資こそコス 

ト恥市場面の両面における経営旧難の'「解決策」にはかならないと考えられた。そして「解決策J 

としての泥外投資熱は中小企業を捉えつつあるといっても過言ではない。

しかしながら，ホ小企業の経営基盤の変化にともなう経営困難を海外投資によってr解汰Lj •「克 

服-1することができる中小企業は，先にみたように中小企業の上層に限られる傾向にあったことを 

想いかえす必要がもる。すなわち，中小企業の経営基盤の変化によって，ホ小企業が経営困難に陥 

ったとしても，泡外投資による経常困難の克服は，小零細企業にとっては，それ{̂!体採用0；1難な方 

策でしかないのである。

では中小企業は経営基盤の恋化にともなう経営旧難をどうして海外投資によって「解決」できた 

のでもろう力S また多くの場合，そのような中小企業はなぜ上眉，：I，小企業に阪定されていたのそ、あ 

ろうか。

注（1 5 ) 滝沢が太郎「労働力不i l l化と5}細 n :業の增大J, 「商;L:金融J 雄21逸第: 6サ，19714ゆ参照。
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( 4 ) 過鹿競争を基跋とし費用而と市場面とにおける諾条件のま化に促迫された中小企業の海外

投資は，直接的には，コスト旧と市場めiにおけるヨリ良い条件を獲得できる国外における现突その

ものによって促進されていった。

それらの諾条件のうち，共通している最大の条件は労働力についてである。 日本の低賃金を上回

る低賃金の労働力を獲得でき》， しかも, 「韓国」，「台湾J においては労働者の就労については特別 
(17)

措置が利用できた。 ,

また，産業部門の特質に従って， ヨリ有利に原材料を獲得することも可能であった。 また， 自然 

的条件 • 天然的原材料の獲得も有利となることが少なくなかった。

さらに，土地の取得や賞貸，機械設備の償却などの場合における種々の税制上の特典を，発展途 

上国の多くが，外資導入政策Iの一環として採用していることも中小企業の海外投資を現ま化させる . 

耍因となっている。

これらの ::^スト面における負担軽減の現実的可能性は，中小企業の主要な海外投資先である「韓 

国」， r 台湾」をはじめとする発展途上国にみられる条件であった。 さらに公 It?対策上のコストのよ 

うな，今後日本 i l l内では負担が増大すると考えられる条件をも， コスト面における海外投資促進条 

件となっていることに注意されなくてはならない。

製 造 業 賈 金>± ( 1 6 )右に掲載した簡単な賃金衷によっても，低赁金の程庇はう 

力、がい知れよう。

なお，賃金額の上昇にっいては，消費者物価の上昇さらに 

53女別，業和■!別，学歴別等の賃を-格差の存在が注意されなく 

てはならない（捕 见 &『アジア詰国の貨金事情アジア経済 

研究所，1973年)。

( 1 7 )例えば，r轉 で は r外国人投資企業の労組および労働 

争議の躲制j の立法化がなされている。 「外S 人投資企猿の 

労働組合および労働ホ謎調停に閲する臨時措置法■!(1970年
1月1 日，法をIt第2192号)。

(18) r台鸿J . (■韓国」で,外資霉入促進の有力な政策措ほとし 

て，輪出振興と紹合させた「加工输出区J (台湾)，「輪出1̂1 
【お地域J (料周）がある。. これは当初「台湾」に設置された 

ものであったが，その r成許J によって， 眼1」にも1970 
年に設iSされることになった。例えば「くゆ国の輸出地域 

は，域内に入または輪入された物ん'，め保赞または使用等に 

っき，旧係法令の適i n または緩和した保税区域でり.
政府が工場i l l設に必要な州地施設を造成し工場敷地と標準 
工場 ( « ) 等を入® 企業に貨i t するものである。輪出を目的とする外国企業は， 独投資または韓国人との☆弁投资 

により入ほでき，入居企第は法制上，税制上，行政上特別な待遇を与えられ，また事菜運営上1̂£接問接の支援をうけら 
れることになっているJ 森国の投資境(3)J> r商工：金融J 填22教第6ぢ’，1972年)。但し次のようなも4態ももるし

とを偕®;しておくことは必5TC-あろう。庚際に地に投資しすこ日本の中小企業家は言うr私どもはlii111地域ですけれど

‘も，労働10•合はっく"^てもいいけれど，ストライキはいけないという规制があります。しかながら，生i S 貴か商いとい 

う?湖 -も手伝って最近サボタージュが增えておりますJ (「座談会•.中小企業の海外進出」「巾小企業金融公ひJ他 B  
20逸雄8 *9 -ぢ 1973印o。またさ然のことながら，かかる外资港入促進措には強い批判がある。例えぱ，增加する台 

湾の加;a 細ほに対して， 港の派系各紙は •■加工輪I躯 は ，旧中® の担界であるムr台湾工業発展に何らの意義あ 

る好燃響をもたらさない」等の批判を加えている（[ 旧刊エ菜新^し 1973平 8 月31日）。

—— 75 一—  ■

m 年̂ ' 台 湾 i f i り

I960 2,600 32. 52
1961 2,840 39.54
1962 % 990 41.60
1963 3,310 43. 27
1964 4.020 44.18
1965 も600 4マ. 92
1966 5,420 50.88
1967 6,640 ' 57. 68
1968 8,400 64. 26
1969 11,270 65. 99
1970 14.150
1971 i 16,978

1 1972

(出所） ロ本銀行「外国経済統計J 
円货槐算1 '> オンニ0. 8 3 F J , 1 元ニ6. 96n

ĝ wŜ ^̂ ^̂ gBaBSS8ggBaffiMSK»(î aî aî HBBgaBftfgBS»3gsaHigpft'ffWirr>riLBaaaB.̂ gag3̂
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他方，市堤而においては，発展途上国内における市場拡大に対応するとともに，第三国への輸出 

に当って， 日本からの輸出より綴地からの輸出の方がヨリ有利になる種々の特が，発展途上国に 

はみられるのでもる。 また現地の商業資本との合弁会社の設☆ は，販路開拓の負担を免除するのに 

役立つ場合も少なくない。

以上のコスト旧， T i i場面において， 日本国内における経営条件の悪化を債う諸条件が発展途上国 

に存在し， しかも， 「韓国」，「台湾」のような日本と近接する諸国に存在することは,中小企業に 

おける，いわゆる r海外直接投資にともなう情報負を償う有力な条件となっていたのである。

(5) 日本国内外の経営条件の落差，すなわち発展途上国における有利な経営条件の存在こそ，中 

小企業の海外投資を現実化させたものに他ならなかった。 しかしながら，かかる有利な経営条件を 

利用しえたのは，すべての中小企業でなく，既述のごとく，主に上層中小企業に限られる飯向にあ 

ったのでもる。 これはなぜであろう力、。 ，

かかる现由を検时するに当っては，進出形態の相違によって区別して考えることが肝要である。

第 1 は，いわゆる中小企業分野の中小企業にみられる1 社だけの単独投資，あるいは中小企業が 

数社合同して海外投資を行なう場合である。

この場合では，まず，それらの中小企業が製品の品種や業種の転換を行なう能力が問題となる。 

なせなら，発展途上国には，既述のごとく，いくつかの有利な経営条件が存在しているが，それら 

は多く労働集約的商品の ;̂ :.産に有利となる条件が中心であった。 したがって，かかる労働染約的な 

商品の生産を発展途上国に移譲し，かつまた，国内生産をヨリ高級な，特殊な製品に切り換えてい 

くことが必要になってくるからである。 このような生産調盤を可能にしてこそ，海外投資によるヨ 

J 多くの利闕の獲か可能になってくるのである。たから，かかる生産調整にもとづく，国内にお 

ける何らかの生迹:転換を可能にするだけの経営的基礎を持たなければならない。

さらに，投資先現地国の低賞金の労働力を活用するにしろ, . 海外直接投資は，既存部門への新規 

参入や新規部門の形成にほかならないのであるから，そのために，現地の生産部 IけJが媒占的市場構 

造部 f " jであつても競ビが£ 市場構造部門であっても，程度の差こそあれ，既存参-入企業ゃ現地企型

注(19) ことにおこる输職励策の他に，ざ6展途上!！の共麟件として r特鹏税 J がある。 南北問題」が深刻化するン

ともに発肢途は先進【謝こ，発城途上国に対するープJ的なI舰引下げ，撤虎をU N C T A D などで- 求 し 1970ゴ|110

ニ ニ ニ ? !f f 職 会 は I仏アメリカ，イギリス，E 0 など先進11力国が向こうlo m  91の発腐途上国に 
係を施することを決52した。 E  C, 日本は19714fiだから④施した

(2 0 ) ,テ/ プ ニ ! ニ ニ j、T 企業が，カナダのような《 かな' なじみの多いへの投資を選ぶj 傾向を指摘 
している（r| l際企邀ーナオ外投資の座'衆條济学J r現代経済6 j 142貝;〜：W3M)。 ，

なお，IJ木企菜の海外投资における入ホ闲難な現地ホj■ほIほ報は次のようである。 r现在，新i l iの海外投資,ぐ.fa,jを保有

^る木社企ねか，ニ1'1̂ 没̂資(5|画を進めるに当たゥて入手することが.難しい现地ポ情についてみると  資金調速方

汰，M1I1W/,労綱けほ等が招摘されているJ O W M  *.我が国企栗の泡外3赚ほ励J I[偶 14妳 8 ル 。このことがネ "̂ 
，1，小企業が泡外進出に当たって，大企業とくに大細:とr共同役资J で, ョリJH確には大♦架の« の下に■ ■ 投資^  
するということ力，、少なくない姑果を生むM山で力る。
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海外投資と中小企業I旧题

に較べてヨリ高いコストを負担しなけれぱならない。 したがって，かかる必耍からもそれらの高コ

ストを魚担する能力が必須の条件となろう。

このように，国内外の生産調整，現地生産への參入にともなう高コスト鱼担を，泡外投資にもと 

づく生産 . 販売の有利性で償い，かつ，従来よりもヨリ多くの利潤を保証することができる Iび能性 

を持つのは，必 然 的 に 「業界」の 「有力企業J , 「トップ . メーカーJ 等の上層中小企業に阪定され

てこざるをえないであろう。 . '

第 2 は，系列企業や下請企業が，親企業である独占的大企業の海外投資に付随して行なう海外投 

資，あるいは中小企業が独占的大企業や商社と合同して行なう海外投資などの場合でもる。 この場 

合には，第 1 の場合の諸条件に加えて’現地企業によっては確保することが困難な技術水準等を持 

つ系列企業や下請企業，あるいは，独占的大企業や商社にとって合同投資の上で何らかの利'【なを持 

つ中小企業などだけが投資に参加することが可能であろう。 すなわち，現地企業においても生産可 

能な労働集約的製品や低技術製品は，現地企業に生産をまかされることになろうからでちる。 この 

ことからも，系列企業や下請企業，あるいは大企業や商社と何らかの関連をもつ中小企業の海外投 

資といっても，独占的大企業と技術的関連やその他の関連の強い上層の中小企業に海外投資は服定

される傾向にあると言 'えよう。

さらに，発展途上国が中小企業の 'J*、点ま投A を欲迎しない傾向が生じてき 't ：いることも，小零細

企業の海外投資の可能性を一層少ないものにしている。

こうして . 海外投資を可能とする条仲を満たす中小企業は，主に上層の中小企業に服られてこよ 

したがって， ロ本国内における経営条件の悪化が従来の過度競争をなお一層激化させ，中小企

注m ) 例えば, 「練国J 政府は，順調な外資導入に対して【.選別的お制の動きを强めていった。その最大のものが，1973ご 
2 月に行なつた外資導入法の改正。料国はその中で①100% ij i独投資を原則として禁止する。②合弁投資の比率は50対
50が最限で原1Wとして内資が外資を上回る などの強力な躲制をH iしている。さらに同年3月には大型& 資の慢先

ミ-な可これを法的に裏付けろため5 月には1件5万ドル以下の"小口投資" は認可しないとの方針を明示した。 'み’を
園政府は?3ザ.®;には惯子エ栗は10万ドル以上，その他の業⑩は20万ドル以上と投资:fe低限を底上げした。 J。その

後 「条件しだいでは’ 100%取独投資をWび認可することにしており，……50対50という合弁比Sfiも柔軟に運用する方 

針でfoるj ことになったが，投資額最低限は緩和されていない（r 日本経済新旧J 1974ギ5j125日）。 一 

(22) R 本国内外の好:営条f牛の想化とともに，浪外投資を，稀々の誘因のもとに行なった典型的な巾小企梁を軸j的に収ゥ 

ポげることにする。また，これらの中小企業が「業界j の 「お力企業」や r トップ. メ ー カ ー J でちることに注意され 

たい。いずれも新 (主に「ni本経済新l i tb である《 カッコは揭載年月1;1である）掲載による。

0 大鹏産第（粟稲. ナット類，資本金*1500 7JP1)— - 思山輸出1=1山地域に仲線からナットの- 41工場を設立。「大鹏 

度粟は現在の製品構成（標準M 6 0 % ,特殊品4 0 % )を特殊品，レ心に転換してゆく，自 鹏 や 綱 ( iW 標準品の生-産は将 

来，大脳は国に謝ひしてゆく方針でもるJ。 （1972ィ[m<K|28n)。
0 豊 や ィ ム (粟僮，ケミカルシューズ)— 数栄ゴム工業が湖B1に進IMしたのは発朕途上国のぬ上トJ と労働力不 

足に対処するためだった。……。 内でも零細から大 *̂ニまで600社以上にのほ’るメ一 力 一の過当賤♦で収るれよますま 

す,リ化する一ホだJ。rヶミ力ルシユ一ズのうち，I，級が,以ドを労働力の数?Kな鋭®で生産し本社の生グ品ロの高級化

と，付加W ifiの向上を図る...... J (1972^plljj 7 H)p
o線村製が,メーカー14社—— 「大阪ff'rドの仲線，艘針など中墮メーカー14社が，:'/ほ4馬山に鉄鋼二次製が■の工業団地を 

雄設する。参加メ一力一のはとんどは输出比傘が高く，人件を)^0安い糾0 を拠点に国隙分榮を進め，円の切り上け''し 

備えるのがねら、\ 同iai地には仲線から熱処理までの各メ一力一が参加，素材から製品までIポ地内で流れ生産する… J
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業は，過鹿競争による利潤率の他下に苦しむことになると同時に，かかる困難を克服し， ョリ高い 

利潤率の獲得をめざす意欲は強まり，その有利な方向のひとつとしての海外投資意欲も厳化されよ 

う。 しかしながら，力、かる経営困難や危機にさらされる小零細企業層にとっては，.海外投資の道が 

ふさがれているとすれば，小零細企業における今後の経営の困難化は一層増大するだろう。だが， 

小零細企業をホ心とする中小企業にとって海外投資を巡る問題は，以上に限られない。それは次に 

考察される。

(1 9 7 2 年 1 2  月  2 3  ロ ）。

0 日産ネジ（業i i . 精密ネジ，資本金，5500万円)---- f■労働染めで，付加filli値の低い商品の生産については，発展途

上 国 に 移 す ヶ 一 ス 力 ';増 え て い る が ， R 産 ネ ジ の 場 合 は 現 地 の 税 制 上 の 優 遇 描 瞪 を フ ル に 利 用 す る 一 方 で ， 资 本 傻 約 度 の  

高 い ネ ジ を 生 産 し よ う と い う も の J r 国 内 で は 労 働 力 の 面 か ら 制 約 が も り ， ニ3 三 交 代 勤 務 が 可 能 な 糊 ^ を 選 ん だ と い  

う 。. こ の ほ か 国 め で は 特 別 fit却 な ど 俊 遇 描 殺 が 将 来 ， 縮 小 さ れ る 懸 念 が あ る こ と も 純 国 進 出 の 動 機 の ひ と つ に な っ て  

い る j (1 9 7 2 律 1 2 ガ 1 8 日 ）。

0 雑 貨 業 界 ^ r円 W 切 り 上 げ 不 安 な ど 輪 出 環 境 の 悪 化 に 苦 し む 雑 貨 業 界 で は ， 円 切 り 上 げ 後 約 1 4 r-を 経 過 し て ， よ  

う や く 從 来 の 製 品 檢 出 一 辺 倒 か ら の 脱 皮 を 図 ろ う と す る 動 き が ほ 染 に な っ て き た 。 、ず れ も 瓶 外 資 本 輸 出 進 出 や 瓶 外 企  

業 と の 提 携 な ど を 軸 に 国 際 分 業 へ の 道 を ル み 出 し た こ と は ま ち が い な い が … …J 「も っ と も 国 際 環 境 の 变 化 に 素 早 く 対  

応 し て ® 際 分 業 に 新 た な 活 路 を 見 出 そ う と し い る の は ， 雑 货 業 界 の な か で も "俊 等 生 企 栗 "。 4 » 小 雑 货 業 者 の 大 部 分 は  

海 外 進 出 や 海 外 企 業 と の 提 携 に は い た っ て 消 極 的 … …J (1 9 7 2 年 1 2 月 1 日 ）。

。 吉 川 編物 （業 種 . タ イ ツ ， 資本金，6000万円)一一り4 国 の 闻際ナ イ ロン と 合 弁 で 『傅国 セピア』を 設立，… … く つ  

下 類 で は バ ン テ イ ス ト ッ キ ン グ が 韓 国 製 品 な ど 激 増 す る 輪入 商品に追 い 込 ま れ て い る が ， キ训編物はく つ 下 類 の 縮 人13^1 

税 引 き 下 げ で タ イ ツ も バ ン テ イ ス ト ッ 中 ン グ と 同 じ 状 態 に な る と 予 想 し 先 手 を と っ て 闕 国 進 出 を 決 め た も の J 「タ イ  

ツ も バ ン テ イ ス ト ッ キ ン グ も 同 じ く 輪入品と の 競 合 力適;fけ る 可 能 性 が 强 、。 そ の 場 合 ， >：if旧 製 f5?iが 最 も 強 力 な ラ イ バ  

ル と な る の で ， 合 弁 の パ ー ト ナ ー に が # 国 メ ー カ ー を 選 ん だ と い う J • ' 旧 内 の タ イ ツ メ ー カ ー は 約 5 0 社 あ る が ， 海 外 進 出  

は古 川 編物が初 め て ， 告 川 編物はシェア（市 場 占街 率 ） 力 ，、25 % と 高 い だ け に ， 骑国セピアのど-11産が軌 道 に 乗 れ ば ， 業 界  

の 競 争 は 一 段 と 激 化 す る こ と 力’、予 想 さ れ る J ( 1 9 7 3 年 1 月 8  H ) ,

0 3!道:ニット（業征!. くつ下，資本金. 1000万円)，岡本莫大小（業類. くつ下，^̂ 本金. 4100万円)一一n湖! !で純

士用くつ下の合弁生産を始める。純士用くつ下をが個で合ダr-方式で生産するのはこの2 社が初めて。くつ下類は，造服 

/(め' けの突用品では輪入品力;10%のシュアをめるまで に な ってきたが，この2 社のはか，鋭国メ一 カーに養託加工さ 

せて入する動 'き.も •発で， これらの韓国工場力；操業を始めれは’， さらに同国からの輸入品はふえそうだ」「束-洋ニッ

ト，岡本莫大小は合弁企業にm産品を染中生鹿させ，国め工場はファッシH ン性の高い商品に絞る.......J [ 2 社が轉国

進II{を決めたのは，が側の数Tざな労働力を利用できるほか，最近の原糸? の高騰で製品fillj格が上界，安し、輪入だ,に押 

され5<X味になゥてきているためJ (1973*fp2月28日）。
0 クラクン産業(MM . ガスライター，資本金，1 糖P3)—— r(；i,，個I クラウンは咋ギ夏，クラウン鹿業と现地資本との 

折半, 資でソウルに設立した生産汰人。……糊 Si側の労働Jjf情などから，技術的に生ましやす、使 、捨てライターを生 

産しているJ r-クラウン産業では昨秋，細 で ライク一の生産を仰えてきたが，！：>:幅工場が軌道に乘。てきた 

ため，近く全而的に使、が；-てライターの生摩ラインを韓国に移すことになったもの。クラ'シンJすi業は?；5 •中級品の'ヒ産 

に道念することになり，< m クラウンとの製品別の旧際分菜体制を粮極的に推進する方針であるJ (1973ィP 2 月8 H )。

0協す 11化学] ，:衆 （業都，辦 沖 llij物，◎ 本金，2500万円) " f■公害防止の鋭制強化によって国めでの工場处設がきび 

しくなったため，……。染色主体の中戰化学各社は新f t ☆ 地難に悩んでおり......J 「協和化学は，今後，f t性穿ミ料系の
物生.産 に を 移 し iむ:接系中II撒の生産はi：，/偶協和に委せていく。これは，i"梭染料系の中問物生廣には操業ミス 

なとでイr 肖ガス，思ムふが漏れ*周辺Wまに被银を与-えるおそれをf f :う力*、，協和化学の工場は市めにある一方，骑国協和 

の仁川丄場は敷地が広くしかも，近くに民家がないなどの公害防止のうえで有利な立地条件を備えているため」 (1973

◊ I1K霜機（架循•惯子計測器，資木金• 5100力’円)-—— r最近の相次ぐ旧除通货調盤で労働集約的な觉子計測器のI巧 
欧膨T，力が低下してきていることから，料.旧の交鄉肋を r:i的とした旧際分築によって，輪III力にチコ入れするのが 

ねらい。同社の^̂/旧進|11は輪11け城彼が(5ミい?|£子計別服業界にとってifび外進|1}第1号になるわけで，今後中小企業の多 
、、この第界にも海外進H!熱がiJinまってきそうだJ (]973か: 4 JJ 5 n)» .
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海外投资と中小企業問題

第 2 節海外投資と贸易構造

• (りわれわれは，第 1 節において現在進行している日本企業の海外投資が，独占的大企業ととも 

に中小企業によっても行なわれていることを指摘すると同時に，中小企業の海外投資と言■っても， 

かかる中小企業は，上層の中小企業に限定され，中下層の大半の中小企業 * ネ零細企業にとっては , 

海外投資を行なうととは困難であることを明らかにした。

ところで， 日本国内の経営条件の愿化の下で，経営困難を党服する道を海外投資に求めることが 

できない中小企業にとって，問題は単にひとつの有力な対応饿を妨げられたというだけでなく，今 

まで述べてきた日本企業の海外投資がもたらす新たな困難に直而せざるをえなかった。それは，す 

なわち，以下考察する，い わ ゆ る 「逆輸入」問題である。

日本企業の海外投資にともなう， こ の 「逆輸入」は，従来の調査では比較的注目されることは少 

なかったが，最 近 の 「繊維不況 J をめぐる問題や近時の調查等によってにわかに注目されてきた。 

たとえば， 日本輸出入銀行の第4 回海外投資アンケート調查 (進出先企業とその親会社計1，？13 社回答） 

の結果によれぱ，「海外投資の目的では，海外市場の確保と拡大を目的とした貿易補完型が進出先企 

業の4 7 % と依然主流を占めているが，現地での豊富な労働力や特恵関税，輸出加工区などを活用し

〔表 9〕 売上高仕向地別割合

(製造業)
仕向地

国 名
A 現地 B 第三国 C 日本 D 不明

(1) 台 湾 45. 2 42. 7 9.4 2.7

(2) 韓 国 52.4 34.4 13.3 0.0

( 3 )シンガポール 62.5 32. 2 4.9 0.0

(4) 香 港 ‘ 29.6 69.9 0.4 0.0

( 5 ) タ ゴ 93.6 5. 5 0. 6 0. 0

(6> マ レ ー シ ア 87. 3 4.8 7. 8 0. 0

( 7 ) インドネシア 96.0 0,1 3. 9 0.0

アジア言十 62.4 30.9 5. 8 0.0

(出所） 通廣あrわが国企業の海外企業活動」a974年8 j j )  93. 96. 
97 J U り作成。

て，製品を第三国や日本に輸出する輪

出指向型が同3 3 % と40年代当初より倍

増した。なかでも，わが国への製品輸

出を目的とした逆輸出（本稿で1 Tぅ逆輸

入一第者) 型が同1 ? % と急増しており，

このための進出先は極東地城に银中，

懷機，. 繊維， レジャ一'用品，糸ゴム，

ソロバン， 萍がさなどの業独でこの頌 
(23)

向が強まっている」 とされている。 

また， r轉国J, 「台湾」をはじめと

注 (23'1 r  ロ本経済新呢J 197俾 4 ；319日。 また，’注 (22)に举げた企粟のうちでも，次の企榮は，製品のR 本への逆輪人を生 

な的としている。ま川編物，豐》：̂̂：ゴムエ業，3}なや-一- ット，岡本奨大小。また同じく製材14社は国内工場を国めT ii填へ 

転換をはかっている。

菜界単位でも次のような勘きがみられる。 r U 本産菜機械工菜会は8 H, り料合弁による錫物会社設立を的として 

調想®を派Mする計® を明らかにした。機械業界では4，({聰 '!オの巧物不足が深刻な問題になっているが，侧に5侧エ 

勘をilr設することによって錢物不足の原囚になっている労⑩カ確保が可能なうえ，韓【S1の輪li i振卯，雇用対策になると 

、う一石三,なをねらったもの。評画が爽现すれば, 偶造的と、われる錫物不足の解消に役立つものと業界では期待してい 

るJ (「H木経济新lUlj 1973ノ[P2 )：! 4 日）。またiSTii機業界における[:!ホ機:じ業会巾堅企業政饿委良会は 
しているが. 域負会が泥外生直に踏み! りた……。51在の計iiDiでは巾®k ii菜政饿をJ i会のメンバーを中心にことレt»

—— 7 9 ——
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するアジア地域への投資奨績の上からも同様の指摘ができる。〔表 9〕は現地に投資した日本企業 

の売上商の仕向別割合を示したものである。アジア諸国の内部で，われわれが注0 する「韓 国 「台 

湾J では現在まで10%内外を日本向けに生産が行なわれ，第三国市場向けも含めると50% 前後の割 

合を占めている。通 常 •■紙 ♦パルプ製造業J などの資源型投資が製品仕向において日本向け割合が 

多いのであるが，r韓国J ,「台湾」においてはr食料品製造業J を除いては，資源型の投資が少なく， 

加工型投資が多いだけに，以上の逆輸入型投資の上の2 国への染中は一層注1ヨされるところである。

ところで日本企業が，外国に投資を行ない現地生産した製品を，日本に輸出するという逆輸入型. 

の海外投資は，国内市場を混乱させるものとして，政策上胆丄されるはずであったが，現在では有 

名無实のものになって，上の調查にあるように，今後ともこの题の海外投資は墙大する可能性がっ

よい。 •

め 2節では，この「逆輸入_!間题を，第 1節の分析と結合させ， r韓国J, 「台湾」との関連に絞 

って検討し，海外投資と中小企業‘問題との開係を明らかにしたい。’

( 2 )まず「輸出入統計品目表」分類にもとづいて，比較的海外投資件数の多い業種である「化学 

工業製品」（以下化学製品とする），「原料別製品J 製品，ゴム製品，木製品，紙製品，糸，織物，鉄鋼，

非鉄金属，金属製品など)，「機械類及び輸送用機器類」（以下機械類とする)， および「雑製品J (室内衛 

生用品，暖房照明器具，家具，カバン，精密機器，その他の雑製品）を選び，それぞれの品目生産に向け 

ての年別投資累積残高を集計したものが〔表 1のである。そして，さらにそれぞれの品目にっいて 

の日本と「韓国」，「台湾」との輸入，輸出比率およびその算出基礎である輸出入額を表わしたもの 

が 〔ま 11 一i〜ii〕である。 また，それぞれの品目にっいて投資累積残高と輸入額とを同一のグラフ 

に図示したものが〔図 I 一 1〜4〕である。

これらの図表から直ちに理解されることは，1960年代に開始された泥外投資が，1960年代後半か 

ら急上样する過程で，それらの品目の輸入が,投資額の上昇を追うような形で増加していることで 

ある。これらの品目の輸入額が，すべて日本企業の海外投資にもとづく生産製品であるとは，もち

にも共同IIげゆ新会社を設立，この新会社が現地資本と合★ 会社をつくり，モーター，变庄器，開閉器，配電盤の部品 

などを;：1:産 し n 木へ(jyftする。合弁会社は社で生速するだけでなく日本へ輸出できるものを集め，商社的機能を持 

たせる予定であるJ (同1973ィr: 3 B  23 m 。

さらに[斜国J では1:1動i|i部品の输lli力'、急增し輪出先に日本も食まれてきている。「特に1:1木については円切り上 

げ，労ほの上界などで，部品コストが大幅に上ガ'することが予想されたため有望な市場とみているようだ。もっともHi 
動4':先進11である11木への輪出は糊画の架界の現在の技術だけでは旧難なことは础樊。そこで技術提携を行ない 

逆输出をするとの作戦である。すでに起1>:産業では束ずモエ榮との従来の捉携関係をいゥそう強化し同社への部品納入 

を行なう力針を打も出している。一方わが国のHi勁 メ 一ヵーのliijにも比較的贷金の安い锐国で部品などを化産するこ 
とによって，円切り上げ;Jミカをハネ遊そうという勘きも兄られ， 1；!下トタ， 口産兩社がバートナ一探しを進めてい 

るJ (同1973架4 月17日）。

注(24〉 泥外投资は昭和44平から逐次Hnll化が進められ，明和47ゴP 6 月以陈は，原M としてすベてほ山化された。但し，政前 

力針により，以下のイの条沖に抵触すると判断されたときけ，【まI勘許可の対象外とされることになっている，（イ)滚 

三脚湖においてわが国の当該商品の正常输出をm教しない。（ロM 地における過当競争を招かない。H 逆輪入によりわ 

が旧既が産菜をしない。 .

*   80 ~
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海外投資と中小企業問題

〔國1 ー 1〕 化学製品

〔図I 一  3 ) 原料別製品
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ろん断定することはできないが，近時 

の日本への輸出を目ざした海外投資の 

急増一 一 ^逆輸入型の海外投資の増加傾 

向を勘案するならぱ， これらの品目の 

輸入量の確卖な増加値向には，海外投 

資企業艘品の輸入が大きな役割を果し 

ていることは想像に難くない。

但し， 「機械類 J, 「化学製品J が, 

それぞれ海外投資金額と輸入金額の絶 

対額が照応しているのに反し， r雑製 

品」，「原料別數品J においては投資残 

高と輸入金額との大きな差額が存在し 

ている。これらのことは，「韓国」，「台 

湾J において， 日本への輸出が可能で 

ある機械や化学製品の生産は， 日本な
(25)

どの外資の導入によって初めて可能に 

な っ た の に 反 し r原料別製品」や 「雑 

製品」に含まれる品目は，外資による 

生産とともに，現地産業の一定程度の

発展が存在していることを示すものと
(26)

言えよう。

さらに，以上のこと力;，輸 入 ，輸出 

比率を図示した〔図 ! ! 〕によって，輸 

出入構造の中に反映していることが理 

解される , すなわち， 「機械類J, 「イ匕 

学製品J においては輸入，輸出比率が 

1 0% を越え，「原料別製品」では 50%

〔表 1の 日 本 の 「韓国J 

残高

『台湾J への品目別 年別投资累積 

(堪位千ドル〉

コロ目

年 、
機 械 類 化学製品 雑 製 品 原料別裂品

1960 2, 316 551 7, 682
1961 20, 807 685 7 ,682
1962 25, 798 985 8, 505
1963 29. 239 3, 242 8, 738
1964 29, 239 3, 442 8. 738
1965 30’ 033 3, 967 300 9, 648

1966 34, 492 4 . 117 1,024 12, 896
1967 35. 325 も756 2,487 24. 007
1968 51 ,132 も846 も299 32, 886

1969 63. 077 7,077 8 ,367 45, 956
1970 83, 561 8, 578 16, 874 ノ 51 ,003

1971 99, 202 8, 993 25, 537 67 ,173
1972 123, 919 19. 662 29, 006 72, 874

1973 (135, 165) (25, 878) (31, 957) (82, 302)

(注） 本表は〔ま8〕の原資料に掲載された企業のうち，現地生品 

目が「輪出入品目分類J 上，「機械類J , 「化学製品」，r雑製品J, 
「原料別製品J に属する企業の綴投資額（合弁金.額の場f r は，そ 

の企菜の総 1投資額）を年別に银計したものである。但し投資額 
力米 ドル举位衷示でな、、ものは，投資が行なわれた年の公定レ一 

トによって換算した。ますこ, 1973年につ、、ては投資予定額の一部 

である。 ■

〔表 1 1 - 0 日 本 の 「韓国J 「台湾J との輸入，輪出比率 

「輸 入 額 x io c T l
• I m m i i

品 fci

ゴ r : \ \
機 械 類 化学製品 雑 製 品 原料別製-品

1965 0. 2 2. 5 1 7 .1 3 . 1
1966 0. 3 2 .4 20. 9 3 .4
1967 0 .5 2 .0 67. 7 8. 6
1968 0. 5 1 .6 7 1 .1 9. 8
1969 ' 1 .8 1 .8 7 7 .1 1 1 .6
1970 4 . 1 3 .8 148. 2 2 1 .9
1971 5. 0 3. 2 135. 8 17. 2
1972 5. 9 6, 5 172 .8 . 2 5 . 7
1973 14. 5 11 .7 394. 2 5 1 .2

a m ) 大竊あr外国资|?ノ概況J

に?g り，ま た 「雑製品J では，すでに輸入額が輸出額の4 倍に接近するはどに上昇している ,

注( 2 5 ) 例えぱ，r台 湾 子 ：!:菜において，外人投資額が比較的高取を,JJめるものを外资エ楊とみなし主要投資家のIEI籍に 

よゥて分烦した場合，19?1キ:现在，R 本を投资家1BI筋とするものが,工場数263社のうち55社 (：ァメリ力. 35社)に及 

び，また同じく投資金t {を投資家の国籍によっで分類すると1:1本の役资額は総額1 篮7,460方米ドルのうち1,360万来ド 

ル （同，9500方米ドル）をriiめている。藤川敬三「台濟の'敬子エ梁と日本のfM 、企業J 142 H  (藤ffl敬三. 藤 1|液編 

5■発歴途上国の:I；：榮化と，I，小企榮J 1973印:)。
( 2 6 ) 注 (25)做載HIを斜な。 ■
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海外投資と中小企業問題

〔表 11 一 i i〕 日本の「韓国」• 「台湾」との輪出人額（年別•品目別） (堪位千ドル）

ソ ロ 目

年 \

機 械 類 化 学 製 品 m 製 品 原 料 別 製 品

輸 出 額 輸 入 額 輸 出 額 輸 入 ，額 輸 出 額 輸 入 額 輸 出 額 輸 入 額

1965 132, 471 287 84.173 2. 076 35.471 6. 083 123,184 3, 855

1966 238, 085 807 89, 697 2 .169 44, 204 9, 241 191,392 6. 474

1967 S26,767 1,720 94,965 1,916 39, 944 27,029 239, 701 20, 516

1968 543, 359 2, 521 120, 936 1,949 57,434 40, 838 313, 390 30, 592

1969 597, 615 10, 589 143, 416 2, 585 78, 994 60,916 385,850 44. 672

1970 639, 913 26,439 160, 652 6, 082 105,114 155, 809 457, 606 100, 397

1971 732,178 36, 861 225, 317 7, 256 137,405 186, 633 620,466 106, 614

1972 881,289 52,199 292, 692 19,142 173,127 299, 229 655, 471 168,132

1973 1,408, 017 152, 257 405, 548 47, 373 278, 694 1 .098, 487 1,03も 240 529, 441

(出所） 大蔵者■■外国貿易概況」 

〔図 n 〕 日本の「鋒国J • f■台湾」との品目別輸入，輸出比率

また日本と「韓国」， 台湾」との全品旧にわたる贸易構造をみた〔表 12—  i 〜U〕力、ら理個でき 

るように，日本の「錦国J , 「台湾」に対する輸入.輸出比率がI960年代の後半以降上界しており， 

しかも，その輸出桃成をみると，「原料別製品J , 「雑製品」, r機械類」， 「化学製品J を中心に増加 

していることから, それらの品0 が輸入増加に大きな役i!を:3^しているといえよう。 •

— 8 3 ——
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〔表 12— i 〕

「韓国」

日 本 の •'韓国」お よ び r台湾」 との輸出入線額，輸出入比率

：!
輪出入

歴年
輸 出

(千ドル)
輸 入

(千ドル)
ソ輸入X 100
輸 出 100

1965 180, 304 41,315 22. 9
1966 335,170 7 1 .688 21 .4
1967 406, 959 92, 382 2 2 .7

， 1968 602,653 101,630 ■ 1 6 .  9
1969 767,191 133,927 17. 5
1970 818,175 228, 970 2 8 .0
1971 855, 687 274, 421 3 2 .1
1972 979, 793 425, 992 4 6 .2

-

1973 1 ,789 ,115 1,207, 309 6 7 .5

' 「台湾 J

1965 217, 916 157, 317 72. 2
1966 255, 378 . . 147, 396 5 7 .7
1967 328,154 137, 088 4 1 .8
1968 471,626 150, 721 3 2 .0
1969 606, 358 180,516 2 9 .8
1970 700, 418 250, 765 3 5 .8
1971 923, 332 286, 017 3 1 .0
1972 1,090, 616 421,864 3 8 .7
1973 1 ,641 ,759 890, 696 45. 9

(出所） 大蔵® ‘「外国贸易概況J 

〔表 12— i i ) 日 本 の r韓国J 「台湾」からの品目別輸入額の構成比

m 国J

\ 品

X 目

食料品 

，励物

飲料 - 

たぱ こ

食料に
適さな
い原材
料

欽物性 
燃料， 
潤滑油 
など

動物性 

，植物 

性油j诣

化学エ 

業生産 

物

原料別 

製 品

機械類 
•輸送 
用撒器 
類

雑製品
特殊取 

扱 品 .
計

1965 37 ,4 0. 0 44. 5 6 .4 0 . 1 0. 3 7 .4 0 .3 2 .5 1 .1 100.0
1969 26. 4 0 .0 36. 5 3 .6 0 . 1 0. 5 24 .7 1 .4 5 .0 1 .8 100.0
1973 1 6 .1 0 . 1 1 3 .8 2. 2 0 .0 2. 2 32. 3 6. 5 2 5 .1 1 .7 100.0

「台湾』

1965 88. 0 0 .0 9. 5 0 .0 0 ,1 1 . 2 0 .5 0 . 1 0 .4 0 . 1 100.0
1969 63. 7 0 .0 18. 2 1 .8 0 .0 1 .0 6 ,4 4 .4 3 .7 0 .7 100.0
1973 33 .6 0 . 1 10 .8 1 .7 0 .0 2. 3 23. 9 7 .0 20. 3 0 .3 100.0

(出所） 大跋あ「外国f《易概況J 

以上の勘ンは，日本における「資本財J, r非 耐 久 消 費 財 「耐久消費財J の輸入において「発展 

途上地域J がめる割合の上昇を示す〔表 13；] に反映されてきているととも同時に指摘できょう。

以上の譜因，:M力、らわれわれが確認しなけれぱならないことは， 本企業の海外投資が集中する 

地 域 ，業種において，贸港造の確樊な変化が起っていること , すなわち，投資地域における現地
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海外嘴と中小企業問題 

〔表 13〕 日本の地域別輪入金額（特殊品目分類）の構成比

歷 年 目

地 域 \ \
資本財

非耐久 
消費財

耐 久  
消費財

1967 先 進 地 域 96.9 76.4 95.4
発展途上地域 2.4 14.7 3. 2

1968 先 進 地 域 96. 9 7 L 6 95. 0
発展途上地域 2 .1 18.7 3. 6

1969 先 進 地 域 96.4 71.8 93. 9
発展途上地城 2.5 17.4 4.6

1970 先 進 地 城 97.3 62.7 91.7
発展途上地域 1.7 29.2 6. 5

1971 先 進 地 域 95.9 50. 2 92.3
発展途上地威 3. 0 40.4 6. 2

1972 先 進 地 域 95.1 53.9 89. 5
発原途上地域 4.0 37.3 6.6

1973 先 進 地 域 92. 5 36.1 78. 5
発展途上地城 6.7 55.4 13. 3

(出所） 大蔵智「外国贸易概況」
(注） 3也域別には他に社会主義地域があり，それを合せて100%になる。

民族産業の発展も当然無視できないが， 日本企業の海外投資とともに，それらの企業の製品が日本 

に逆輸入されてきているという確実な腐向が存在するということである。

われわれは，最後に第 1 節において検討した日本企室の海外投資と，第 2 節で検討した海外投資 

にともなう貿易構造の変化にもとづいて，それらが意味するところも総括することにしよう。 ，

小括海外投資と中小企業問題

われわれは， 日本企業の海外投資， とくに製造業におけるそれが， アジア地域のうち「韓国J,

れ台湾」に集中していることを前提に， 第 1 節においてそれら日本企業の企業規模範回を検討し， 

海外投資を行なう企業が，独占的大企業と上層中小企業であると指摘した。そして第 2 節において , 

それら企業の海外投資勘向と日本Q 贸易構造を検討し， 日本企業の海外投資の急増と日本企業の投 

， 地域からの輸入増加傾向との関述を指摘した。

今，われわれが以上の事実から注目しなければならないことは，限られた企業群，すなわち，独 

，占的大企業と上層中小企業による海外投資によって，いわゆる「逆輸入J が墙大し，その結果海外 

投資企業が，国内の海外投資を行ないえない企業，主に中，下層の中小企業に対して競争上の俊位 

に立ち，それらの中小企業を庄迫する傾向を恥めていることである。独占的大企業や上層中小企業 

，の外国に向かう外延的拡大が，同時に国内における内延的拡大になっているという航向の存在であ 

る„ すなわち，問週をヨリ明確にするならば，海外投資をホ軸とする日本企業の海外進出は国内の

, ------- 85 "— ■'
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廣業W 編成を促進し独占的支配体制の強化に向っているということである。われわれの検討から

(27)
すれぱ，かかる傾向は，今後朔まることすれ，弱まることはないと思われる。

それゆえ，われわれは今後次のような影響が現われてくると者える。
• * '

は， [11内市場において，国内中小企業は，ホ'場を海外進出企業によって侵触されることに 

なろう。 ことに労働免約的 '製品を生産する中小企業はとくに燃響が大きいと言えよう。 また本稿で

は言及できなかったが , 第三国市場においても， 日本を含めた外資企業による発展途上国からの輸
(28)

出は国め輸出中小企業にとっても同様の問題に直而している。

第 2 に，海外進出企業は， 自己に附随的に海外投資をして現地生産をする系列企業 . 下請企業， 

あるいは現地企業に下請発注を IjJ中し，国内下請企業からの発注切り換えをする方向に進むであろ 

う。 したがって，親企業や上層の下請企業が海外進出を行なった場合，同部門の圍内下請 :4 業には , 

下請発注の減少が坐まれよう。そうでなくとも，かかる事態は下請企樂にとっては，潜在的競争者 

が常と存在しているということであり，ほ己の競争力の弱化をもたらすと言えよう。

第 3 に, ’ 多くの国内中小企業にとっては，その存立自体が問題になってこようお、,海外投資を現 

に行なっているか，行なう能力のある中小企業の労働者は，海外の労働者の賞金水準や現地企業の 

規模拡張可能性によって賃金等の労働条件の低下圧力をこうむることが生まれよう。

以上の問题はすでに現在現われてい る ことを認識しなければならない。

さらに， か か る 「逆輸入J 品が国内生産品よりも一時的に， 低価格J であるとしても，それが 

独本制の強化をともなうならば，また, 現地国の労働事情を初めとする社会的：政治的事情を考 

慮するならば，長期的に消費者厚生をもたらすとは言，えないであろう。

そしてまた，かかる r 逝輸入J 問題を契機に「転換」を☆儀なくされる広範な中小企業にとって， . 

「転換』が掀大すれば，それだけ転換を® 難にさせ，「転換」先分虹，を含めた過度競争的状況を一層 

激化させることになろう。

かぐして，独占的大企業による海外投資はもちろん，喧伝される中小企業の海外投資が中小企業 

問題の部分的‘一時的「解決J ですらなく，逆にホ小企業問題©存在を一層明確に浮び上がらせる 

ことになろう。 （瘦應義塾大学大学院経済学研究科研究生，神奈川大学経済学部講師）

注ロ7 ) 次のような評価さえ現われている。 r従来までの投資政策にみられるごとき，ややもすれば国I人Jの後進産衆や地場速^
榮を外から保護し守りてるといった防衛的外资政策の將翦.を次な5に旧雜としてきていることは?]}:奨 で あ り …ポ

響迷:まへの配Miは，民の各 I f i鹿菜の汝i外投資の,ft'傲:化により次第に-イi.名無盤のM iJになってゆくことも一r/iiやむを得

ない成りゆきであろう。……後進的産梁は次ITひこ】1ぶ編成，紫® 転挽の荒波にもまれざるを得ず， 方わが国ま業の高庇

化に-W■謝がかけられよラJ。商:U 1 合巾央企;!赚 を部 O Ti付アジアの役めガイドー海外投資を訊！!ける企業のため 
に i  197(K(：. 12J(。

(28) かかる出中小企業の典型は輸} i iクリスマスだ ft:界である。n 本輪出クリスス银球工業組合は1974印; 5 j弓に組織 

変y iと小榮欽更を行なゥた。 もちろん， 路を海外投資に、だした企業は大手を小心に，「が服などのホを111政策に 

沿って生液を始 ‘ 拡大している。
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